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Tracers TOPIXゴールドプラス

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。

したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みください。

当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資料です。

掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。
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投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。

したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みください。
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※当レポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。

※当レポート中の各数値は四捨五入して表示している場合がありますので、それを用いて計算すると誤差が生じることがあります。

※当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

設 定 日 ： 2026年7月30日 償 還 日 ： 無期限 決 算 日 ： 原則、毎年7月25日

収 益 分 配 ： 決算日毎 基 準 価 額 ： 10,282 円 純 資 産 総 額 ： 26.87億円

※分配金込み基準価額は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）を再投資したものとして計算した理論上のものである点にご留意ください。

※基準価額は、信託報酬（後述の「手数料等の概要」参照）控除後の値です。

基準価額の騰落率

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

-8.43% - - - - 2.82%

※基準価額の騰落率は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金

（税引前）を再投資したものとして計算した理論上のものである点に

ご留意ください。

※分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向などを勘案して決定します。

ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこともあります。
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基準価額の推移

純資産総額（右軸） 分配金込み基準価額（左軸） 基準価額（左軸）

※比率は当ファンドの純資産総額比です。
※先物取引にかかる証拠金は「現金その他」に含まれます。

分配金実績（税引前）

資産構成比率

資　産 比率

日本株式ETF 10.1%
日本株式先物 91.6%
金ETF 51.4%
金先物 48.0%

日本株式 + 金 201.2%
現金その他 38.5%

金

日本株式

マンスリーレポート

組入投資証券

ETF等 比率

1 SPDR GOLD MINISHARES TRUST-ETF 51.4%

2 上場インデックスファンドＴＯＰＩＸ 10.1%

※比率は当ファンドの純資産総額比です。
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※ファンドは、分配金再投資ベースのパフォーマンスです。
※各資産の内容は以下の通りです。各資産の推移は、あくまでも参考情報であり、当ファンドのベンチマークではありません。

日本株式 ：TOPIX（東証株価指数）配当込み
金 ：「金現物50％、金先物50％」とし、アモーヴァ・アセットマネジメントが算出しています。金現物はスポット価格（円ベース）、金先物はブルームバーグ金サブ指数

（エクセスリターンベース、米ドルベース） を使用しています。
※当資料に示す各指数の著作権等の知的財産権その他一切の権利は、各指数の算出元または公表元に帰属します。

ファンドと各資産の価格推移 （設定日の前営業日を100として指数化）
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基準価額騰落の要因分解 （直近6ヵ月および設定来） ※グラフは直近6ヵ月のみ
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2026年7月 2026年8月 2026年9月 2026年10月 2026年11月 2026年12月

日本株式ETF（左軸） 日本株式先物（左軸） 金ETF（左軸） 金先物（左軸）

その他要因（左軸） 支払分配金（左軸） 月末基準価額（右軸）

※要因分解は、概算値であり、実際の基準価額の変動を正確に説明するものではありません。傾向を知るための参考値としてご覧ください。
※設定来の「前月末基準価額」には設定日の基準価額を表示しています。
※その他要因には、為替変動や信託報酬等の諸要因を表示しています。

2026年7月 2026年8月 2026年9月 2026年10月 2026年11月 2026年12月 設定来

10,000円 9,931円 11,228円 10,000円

0円 0円 0円 0円

日本株式ETF 1円 38円 -2円 38円

日本株式先物 -67円 408円 -69円 271円

金ETF -6円 410円 -342円 62円

金先物 2円 456円 -429円 30円

その他要因 1円 -16円 -104円 -119円

-69円 1,297円 -946円 282円

9,931円 11,228円 10,282円 10,282円当月末基準価額

前月末基準価額

支払分配金

合計

要
因
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◎市場環境

９月の国内株式市場は、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）が前月末比1.15％の下落、日経平均株価が同0.67％の上昇となりました。日銀の利上

げペースが加速するとの見方が広がり、利ざやが拡大することで収益が見込める銀行株や、ハイテク投資の拡大を通じた成長期待から

情報・通信株の上昇などが株価の支援材料となった一方、中東での戦闘の終結が見通せずインフレの長期化懸念と財政を巡る不安など

から長期金利の上昇が加速し、株式の相対的な割高感が意識されたことなどが重しとなり、国内株式市場はまちまちの動きとなりました。

東証33業種分類では、石油・石炭製品、情報・通信業、銀行業の７業種が上昇する一方、鉱業、その他製品、水産・農林業などの26業種

が下落しました。

９月の原油価格は上昇しました。ホルムズ海峡の封鎖が続くなか、原油輸出の主要なルートであるサウジアラビアの東西パイプラインが

攻撃され、一時操業を停止したことから、再び原油価格は上昇しました（その後、概ね回復したと報じられています）。９月の金価格は下落

しました。エネルギー価格の急騰によるインフレ懸念が広がり、長期金利は上昇しました。金利上昇観測や米ドルの先高観が強まり、金価

格は下落しました。

◎運用概況

当ファンドは、日本株式と金への分散投資において、それぞれ純資産総額と概ね同程度の投資を行ないました。

組入上位10銘柄 （銘柄数　1,636銘柄）

銘柄 業種 比率

1 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 4.0%

2 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 2.6%

3 トヨタ自動車 輸送用機器 2.5%

4 日立製作所 電気機器 2.4%

5 ソニーグループ 電気機器 2.2%

6 東京エレクトロン 電気機器 2.1%

7 ソフトバンクグループ 情報・通信業 2.1%

8 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 2.1%

9 リクルートホールディングス サービス業 2.1%

10 アドバンテスト 電気機器 1.8%

株式組入上位５業種

業種 比率

1 電気機器 20.8%

2 銀行業 12.8%

3 卸売業 7.4%

4 情報・通信業 6.6%

5 機械 5.7%

※「株式組入上位５業種」、「組入上位10銘柄」はマザーファンドが投資する日本株式ETFの状況です。
比率は日本株式ETFの純資産総額を分母として計算したものです。

※個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。
※上記銘柄については将来の組入れを保証するものではありません。

※運用方針等は作成基準日現在のものであり、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。

マンスリーレポート



　ファンドの特色

Monthly Report
データは2026年9月30日現在

8/11

マンスリーレポート

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。

したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みください。

当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資料です。

掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。



　お申込みメモ

　手数料等の概要

　委託会社、その他関係法人

データは2026年9月30日現在

9/11

Monthly Report

委託会社 アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社

受託会社 三井住友信託銀行株式会社

販売会社 販売会社については下記にお問い合わせください。
アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社
〔ホームページ〕www.amova-am.com
〔コールセンター〕0120-25-1404（午前9時～午後5時。土、日、祝・休日は除く。）

商品分類 追加型投信／内外／資産複合

購入単位 販売会社が定める単位
※販売会社の照会先にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

信託期間 無期限（2026年7月30日設定）

決算日 毎年7月25日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 毎決算時に、分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向などを勘案して決定します。
ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこともあります。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

購入・換金申込不可日 販売会社の営業日であっても、購入・換金の申込日がニューヨーク証券取引所の休業日、ニューヨーク商品取引所の
休業日またはニューヨークの銀行休業日に該当する場合は、購入・換金の申込みの受付は行ないません。詳しくは、
販売会社にお問い合わせください。

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

課税関係 原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時の差益は課税の対象となります。
※課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
※公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用対象となります。
※当ファンドは、NISAの対象ではありません。
※配当控除の適用はありません。
※益金不算入制度は適用されません。

投資者の皆様には、以下の費用をご負担いただきます。

＜申込時、換金時にご負担いただく費用＞

購入時手数料 ありません。

換金手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対し年率0.2519％（税抜0.229％）
※この他に、実質的に投資対象とする上場投資信託証券において、運用などに係る費用がかかります。なお、上場投
資信託証券に係る費用は変更となる場合があります。
・日本株式部分について、当ファンドが実質的に保有する上場インデックスファンドＴＯＰＩＸの運用管理費用であ
る年率0.068％以内に対し想定組入比率10％を乗じて、年率0.0068％以内となります。
・金部分について、当ファンドが実質的に保有する各上場投資信託証券の運用管理費用である年率0.09％～0.12％に
対し想定組入比率50％を乗じて、年率0.045％～0.06％程度となります。

その他の費用・手数料 目論見書などの作成・交付および計理等の業務に係る費用（業務委託する場合の委託費用を含みます。）、監査費
用、運用において利用する指数の標章使用料などについては、ファンドの日々の純資産総額に対して年率0.1％を乗じ
た額の信託期間を通じた合計を上限とする額が信託財産から支払われます。
組入有価証券の売買委託手数料、資産を外国で保管する場合の費用、借入金の利息および立替金の利息などがその都
度、信託財産から支払われます。
※運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを表示することはできません。また、有価証券
の貸付は現在行なっておりませんので、それに関連する報酬はかかりません。

※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※投資者の皆様にご負担いただくファンドの費用などの合計額については、保有期間や運用の状況などに応じて異なりますので、表示することができません。
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○リスク情報

・投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元金を割り込むこ

とがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受益者）の皆様に帰属します。なお、当ファンドは預貯金

とは異なります。

・当ファンドは、主に株価指数への連動を目指す上場投資信託証券ならびに金上場投信および株価指数先物取引・金先物

取引にかかる権利を実質的な投資対象としますので、株価指数への連動を目指す上場投資信託証券ならびに金上場投信

および株価指数先物取引・金先物取引にかかる権利の価格の下落や、株式の発行体の財務状況や業績の悪化、金地金の

市況の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、外貨建資産に投資する場合には、

為替の変動により損失を被ることがあります。

主なリスクは以下の通りです。

［価格変動リスク］

・株式の価格は、会社の成長性や収益性の企業情報および当該情報の変化に影響を受けて変動します。また、国内および

海外の経済・政治情勢などの影響を受けて変動します。ファンドにおいては、株式の価格変動または流動性の予想外の

変動があった場合、重大な損失が生じるリスクがあります。

・上場投資信託証券の価格は、連動目標とする資産価格および当該資産が関係する市況や市況の変化などの要因により変

動します。上記事項に関する変動があった場合、ファンドに損失が生じるリスクがあります。

・株価指数先物取引および金先物取引にかかる権利の価格は、投資対象となる原資産の値動きや先物市場の需給などの影

響を受けて変動します。ファンドにおいては、当該先物取引にかかる権利の値動きに予想外の変動があった場合、重大

な損失が生じるリスクがあります。

・金上場投信は、連動目標とする金地金価格の変動の影響を受けます。金市場は、金の需給関係、為替・金利の変動、政

府の規制・介入、投機家の参入など様々な要因により変動します。金地金の価格が下落する場合、金上場投信の価格は

下がり、ファンドに損失が生じるリスクがあります。

［流動性リスク］

・市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券および先物取引にかかる権利などの取得、売却時の売買価格は取

引量の大きさに影響を受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価価格どおりに売却できな

いリスク、あるいは、価格の高低に関わらず取引量が限られてしまうリスクがあり、その結果、不測の損失を被るリス

クがあります。

［信用リスク］

・投資した企業の経営などに直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合には、ファンドにも重大な損失が生じるリスク

があります。デフォルト（債務不履行）や企業倒産の懸念から、発行体の株式などの価格は大きく下落（価格がゼロに

なることもあります。）し、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。

・上場投資信託証券について、金融商品取引所が定める一定の基準に該当した場合、上場が廃止される可能性があり、廃

止される恐れが生じた場合や廃止となる場合も上場投資信託証券の価格は下がり、ファンドにおいて重大な損失が生じ

るリスクがあります。

・金上場投信について、金融商品取引所が定める一定の基準に該当した場合、上場が廃止される可能性があり、廃止され

る恐れが生じた場合や廃止となる場合も金上場投信の価格は下がり、ファンドにおいて重大な損失が生じるリスクがあ

ります。

［為替変動リスク］

・外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合には、ファンドの基準価額が

値下がりする要因となります。

［デリバティブリスク］

・金融契約に基づくデリバティブとよばれる金融派生商品を用いることがあり、その価値は基礎となる原資産価値などに

依存し、またそれらによって変動します。デリバティブの価値は、種類によっては、基礎となる原資産の価値以上に変

動することがあります。

［レバレッジリスク］

・株価指数先物取引および金先物取引などを積極的に用いてレバレッジ取引を行ないます。したがって、株式および金地

金市況の影響を大きく受けます。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

マンスリーレポート
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株式会社イオン銀行
（委託金融商品取引業者　マネックス証券株式会社）

株式会社ＳＢＩ証券
※右の他に、以下にも加入
一般社団法人日本ＳＴＯ協会
一般社団法人日本暗号資産等取引業協会
日本商品先物取引協会

株式会社ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者　株式会社ＳＢＩ証券）
（委託金融商品取引業者　マネックス証券株式会社）

松井証券株式会社

マネックス証券株式会社

三菱ＵＦＪ ｅスマート証券株式会社

楽天証券株式会社 ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

○

○金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○

金融商品取引業者

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

関東財務局長（金商）第195号

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

○○ ○

○

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは
※下記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。 ※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

○その他の留意点

・当資料は、投資者の皆様に「Tracers TOPIXゴールドプラス」へのご理解を高めていただくことを目的として、アモー

ヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資料です。

・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

・投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、

銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支払いの対象とはなりません。

・分配金は、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。

分配金は、計算期間中に発生した運用収益を超えて支払われる場合があります。投資者のファンドの購入価額によって

は、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。

・投資信託の運用による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当ファンドをお申込みの際には、投資信託説明書

（交付目論見書）などを販売会社よりお渡ししますので、内容を必ずご確認の上、お客様ご自身でご判断ください。

設定・運用は アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第368号

加入協会：一般社団法人資産運用業協会

「TOPIX」の著作権などについて

• TOPIXの指数値およびTOPIXに係る標章または商標は、株式会社JPX総研または株式会社JPX総研の関連会社（以下「JPX」という。）の

知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべての権利・ノウハウおよびTOPIXに係る標章または商標に

関するすべての権利はJPXが有します。

• JPXは、TOPIXの指数値の算出もしくは公表の方法の変更、TOPIXの指数値の算出もしくは公表の停止またはTOPIXに係る標章もしくは

商標の変更もしくは使用の停止を行なうことができます。

• JPXは、TOPIXの指数値およびTOPIXに係る標章または商標の使用に関して得られる結果ならびに特定日のTOPIXの指数値について、

何ら保証、言及をするものではありません。

• JPXは、TOPIXの指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。また、JPXは、TOPIXの指数値

の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。

• 当ファンドは、JPXにより提供、保証または販売されるものではありません。

• JPXは、当ファンドの購入者または公衆に対し、当ファンドの説明または投資のアドバイスをする義務を負いません。

• JPXは、アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社または当ファンドの購入者のニーズをTOPIXの指数値を算出する銘柄構成および

計算に考慮するものではありません。

• 以上の項目に限らず、JPXは当ファンドの設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対しても責任を有しません。

マンスリーレポート


